
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

自転車事故裁判例

自転車による人身事故の場合の加害

者となった事例を紹介します。自転車

事故によって、傷害や死亡などの結果

を起こしてしまいますと、刑法上は過

失犯が成立し、民法上では不法行為に

よる損害賠償責任が認められることが

あります。

とくに被害が大きく悪質なときは、

これまでも、重過失犯の成立が認めら

れ、刑罰が科されていました。

(事例）赤信号無視

自転車にいわゆるけんけん乗りをし

て、横断歩道上の歩行者の一団に突つ

込んで傷害を負わせた事例では、重過

失傷害罪が成立するとされています(東

京高判昭和57・8・10刑月14巻7=8号60

3頁)。結果、罰金15万円。

(事例）自転車の道路交通法違反の場合

自転車の運転者が、他の自動車の通

行を妨害する目的で、後続車両の直前

に自車を進出させたり、対向車両に自

車を接近させたりした行為について、

「あおり運転」で、懲役8月・罰金20万

円が科されました（さいたま地判令和

3-5-17裁判所）。

(事例）小学生の運転する自転車事故

午後7時頃、小学5年生が自転車を歩

行中、女性(62歳)に追突して意識不明

の状態に陥れたというもので、その少

年の唯一の親権者である母親に対し、

監督者責任に基づく人的損害賠償金等

の支払を求めました(神戸地判平成25・

7・4判時2197号84頁)。

少年は事故当時11歳で責任能力がな

いことから、この事故で与えた損害に

ついては、少年の唯一の親権者で、少

年と同居してその監護に当たり、監督

義務を負っていた母親が賠償責任(民法

714)を負うとし、神戸地裁は、少年の

母親に9,500万円を超える賠償を命じま

した。

賠償金額大きさに驚かされますが、

果たして母子家庭の母親だけに責任を

押しつけられるものかは疑問です。

事務所・Ｐ５より・・

編集後記 今月は自転車特集になってしまいました。警察庁の調査では、

自転車のルールを守れない理由として最も多いのが、ルールをよく知らない

だそうです。自転車は、車道通行が原則であるにもかかわらず、例外的に歩

道通行が認められる場合があり、道交法38条と歩車分離交差点などで余計に

分かり難くしています。 編集発行 株式会社プランニングファイブ
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令和6年11月１日
自転車の交通事故

11月は連休からスタートですが、台

風21号の接近で西日本を中心に交通が

大きく乱れ、散々な秋の行楽シーズン

の連休スタートになってしまいました。

今年は高温の期間が長く、洪水が一

年中続いているような感じがします。

国交省のパンフレットでは、日本は水

害リスクの高い国とされ、現実に水害

が度々繰り返されています。

2024年に発生した災害･水害で、激甚

災害に指定されたものだけでも次のよ

うなものがあります。

1月11日 能登半島地震災害

9月11日 6/8～7/30豪雨災害

10月17日 8/10～13までの岩手県下

暴風雨災害(台風5号）

10月30日 8/26～9/3までの豪雨等

災害(台風10号）

10月30日 9/20～23までの豪雨災害

もちろん日本だけではなく世界中で

洪水災害が発生しています。

1月 ブラジル(Brazil,Bahia)

4月 中国（China,Guangdong)

7月 インド(India,Uttar Prad)

8月 ナイジェリア(Nigeria)

9月 米国（USA,Florida)

10月 スペイン(Spain,Valencia)

このスペインで発生した大規模洪水

の被害は甚大で、200人を超える死亡者

を出したと伝えています。ただし行政

の避難の指示が遅かったことから被害

が拡大したとも報道されています。

法務省は毎年10月に一定の株式会社

など休眠会社等の整理作業を行ってい

ます。令和6年10月10日に「令和６年度

の休眠会社等の整理作業（みなし解

散）について」を通知しました。

通知を受け取り、事業継続をされる

場合には令和6年12月10日までに管轄の

登記所に事業を廃止していない旨の届

出をする必要があります。期日までに

届出がなく必要な登記申請もないとき

は、令和6年12月11日付で解散したもの

とみなされ(現在まで71万社）、法人税

法においては解散の日から2か月以内に

解散の申告手続が必要となっています。

次のQRコードをスマホなどで読み取

って戴ければHPにリンクします。この

通信のアンダー

ライン部分はハ

イパーリンク

で、参考にした

データを呼び出

すことが出来ま

す。
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2024年11月の税務・総務予定

（税務）

＊所得税の予定納税額２期分の

減額承認申請 15日(金)まで

＊所得税の予定納税額２期分の納付

12月2日(月)まで

＊個人事業税の納付（第2期分）

通常月末

＊税を考える週間 11日(月)～

17日(日)

（総務他）

＊年末調整関係資料の配付

＊冬期賞与の算定

＊労働保険料の納付(第2期）

10月31日(木）まで

（口座振替日11月14日）

COVID-19 関連のデータはホームページ

(HP)に掲載しております。

今月は、税金の話しと離れてしまい

ますが、自転車に係る道路交通法の改

正についての話題です。もちろん自転

車による交通事故に遭われた方に支払

われる賠償金等については、内容を精

査しないと納税の問題が無いとはいえ

ませんが、今回は自転車運転者の違反

のお話しです。これについては、専門

家ではないので衆議院と参議院の内閣

委員会の審議録、新旧対照表と川本(法

学教室529号53頁)を参考にしています。

この改正の元になったのは、2023年

秋に国が立ち上げた自転車の交通ルー

ルに関する有識者検討会です。これは、

交通事故の件数は確かに減少していま

すが、逆に自転車関連の事故が増加傾

向にあることから検討会が開かれまし

た。そこでは自転車事故を減少させる

方法として、刑事制裁を強化し、自転

車運転者に適正な運転を促すというこ

とだけでなく、交通安全教育の普及・

整備や道路交通環境の改善をも視野に

入れたもので、令和6年2月に「良好な

自転車交通秩序を実現させるための方

策に関する報告書」が出されました。

そして2024年5月17日、第213回国会

で改正新道路交通法(法34号)が成立し

ました。

早川政府参考人・・令和5年中の自

転車関連事故の死者数は344人であ

りました。年齢層別では、70歳か

ら74歳が51人、14.8％を占め、最

も多く、他の年齢層の高齢者につ

いても死者数が多くなっている状

況であります。

また、重傷者数につきましては

令和5年中、7,119人でありまして

年齢層別では、15歳から19歳が72

7人、10.2％と最も多くなっており

ますが、次いで75歳から79歳の67

8人、比率にして9.5％となってお

りまして、重傷者につきましても

15歳から19歳の年齢層以外では高

齢者が多くなっているという状況

にございます。(衆議院内閣委員会

第10号・令和6年4月12日)

自転車乗用中の高齢者（65歳以上）

の死傷者数でも、重傷者、軽傷者区分

では自転車単独の占める割合が全年齢

層より高くなっています。

本改正の中身は、大きく分けて交通

反則通告制度、ながら運転行為の禁止

に自転車の酒気帯び運転の処罰などの

違反行為の抑止と交通安全教育などか

らなっています。

この新法は、2年以内の令和8年5月ま

でに施行される予定となっていますが、

その内の一部は今月の令和6年11月1日

から施行されます。このためメディア

などでも取りあげられています。

その内のいくつかを紹介します。

（1）交通反則通告制度(反則金制度）

自動車の運転については従来より道

路交通法違反行為のうち、比較的軽微

であって違反が明白なものについては、

その行為者に警察が定額の反則金の納

付を通告し、反則金が任意に納付され

たときは、刑事訴追を行わない、すな

わち前科のつかない制度(青切符制度)

として、1967(昭和42）年に導入されて

いましたが、今までは自転車について

は、反則金制度の対象となっていませ

んでした。

今回の改正で、交通違反は自転車と

いえども犯罪であることを認識しても

らうために、反則金を課すこととされ

ました。反則金制度の正式導入は2年以

内に実施されますが、そのうち次の自

転車の「ながら運転」と「酒気帯び運

転」については、11月１日に直ちに施

行されます。

（2）携帯電話の使用

自転車の「ながら運転」の場合は道

路交通法71条6号の「公安委員会が……

定めた事項」として、違反行為には5万

円以下の罰金が科されますが、都道府

県ごとに、個別の公安委員会規則によ

って禁止されているので、禁止行為の

態様が地域によって異なるという現象

が生じていました。そこで今回、本法

で車と同様に「ながら運転」行為が禁

止されることとなりました。

（3）酒気帯ぴ運転の処罰

自転車に関しては、酒酔い運転は処

罰されていましたが、酒気帯び運転に

ついては、「車両等を運転した者」か

ら軽車両の運転者が除かれていたので、

不処罰という状態でした。今回自動車

運転者と同様の措置が採用されること

になり、その幇助行為も処罰すること

とされました(117条の3の2第2号)。

自転車に乗る人は、運転免許証や身

分証明書を所持しない人がいた場合に

本人確認をどの様にやるのかが問題に

なります。これについて審議録から。

早川政府参考人・・基本的には

違反者が保有しております運転免

許証あるいはその他の身分証明書

というものを活用して、違反者の

氏名、住所、生年月日などの本人

を特定する事項の確認を行ってお

りますが、今回の自転車につきま

しては、御指摘のとおり、運転免

許証等がない場合もございますの

で、そういう場合、身分証明書に

よる違反者の本人確認が困難な場

合につきましては、違反者自身の

申告に加えまして、違反者や違反

者の家族あるいは会社に必要に応

じて確認するなどの方法により、

違反者の本人の確認を行うことと

なります。(同・令和6年4月12日)
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